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 財務諸表に対する注記 

 

１ 重要な会計方針 

  公益法人会計基準（平成２０年４月１１日内閣公益認定等委員会通知）を採用している。 

 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的の債権については、原価法によっている。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   固定資産の減価償却は、定額法によっている。 

    

（３）引当金の計上基準 

ア 退職給付引当金 

     職員の退職給付に備えるため、期末退職給付の要支給額に相当する額を計上して

いる。 

   イ 賞与引当金については、職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち、当年度に属する金額を計上している。 

 

（４）退職金事業引当金の考え方について 

   ア 退職金資金給付事業は、山口県内に私立の中学校、高等学校及び幼稚園を設置す

る学校法人等に退職金資金を交付するため、加盟学校法人等からの負担金及び山口

県からの補助金を原資として積み立て運用し、加入教職員が退職する際に、加盟学

校法人等に退職金として給付するための資金を交付する事業である。 

退職金資金の給付のための資産は、全て退職金資金の交付のみに使用することと

されているため、退職金事業引当金は、退職金資金の給付資産と同額となっている。 

   イ 退職金資金給付事業に登録されている教職員全員が退職したと仮定した場合に

必要となる「期末要支給額」は、平成３０年３月３１日現在、7,245,289,421 円と

なっている。 

   ウ 年金数理的決算において算出された「責任準備金」は、平成２９年３月３１日現

在、8,131,945,573 円となっている。なお、年金数理的決算は、みずほ信託銀行に

委託し、資格を備えた年金数理人が、加入年齢方式により算定している。 

 

（５）キャッシュフロー計算書における資金の範囲ついて 

   資金の範囲については、現金及び現金同等物を含めています。 

 

（６）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理については、税込方式によっている。 
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２ 基本財産及び特定資産の増減及びその残高  

  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 
  （単位：円） 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

定期預金 28,000,000   28,000,000 

投資有価証券 13,260,516   13,260,516 

特定預金（普通） 2,832,459 351,177  3,183,636 

小    計 44,092,975 351,177  44,444,152 

特定資産     

一般貸付資産 10,039,048  224 10,038,824 

 退職給付引当資産 4,347,750 214,135  4,561,885 

 減価償却引当資産 38,970,077 2,634,125  41,604,202 

 退職金事業積立企業年金資産 4,534,116,768 390,592,712  4,924,709,480 

 退職金事業積立資金運用信託 546,689,434  5,256,911 541,432,523 

小    計 5,134,163,077 393,440,972 5,257,135 5,522,346,914 

合     計 5,178,256,052 393,792,149 5,257,135 5,566,791,066 

    

 
３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 
  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

 （単位：円） 

科  目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

(うち一般正味財産

からの充当額） 

(うち負債に対応す

る額) 

基本財産     

定期預金 28,000,000  (28,000,000)  

投資有価証券 13,260,516  (13,260,516)  

特定預金（普通） 3,183,636  (3,183,636)  

小    計 44,444,152  (44,444,152)  

特定資産     

一般貸付資産 10,038,824  (10,038,824)  

 退職給付引当資産 4,561,885   (4,561,885) 

 減価償却引当資産 41,604,202  (41,604,202)  

 退職金事業積立企業年金資産 4,924,709,480   (4,924,709,480) 

 退職金事業積立資金運用信託 541,432,523   (541,432,523) 

小    計 5,522,346,914  (51,643.026) (5,470,703,888) 

合     計 5,566,791,066  (96,087,178) (5,470,703,888) 
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４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建  物 111,657,910 49,291,357 62,366,553 

 

 

５ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

  （単位：円） 

  種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益 

基本財産 

投資有価証券（国債） 

第 336回(10) 

第 340回(10) 

特定資産 

 減価償却引当資産（国債） 

   第 112回(5) 

   第 339回(10)  

その他固定資産 

投資有価証券（国債） 

第 112回(5) 

第 118回(5) 

   第 340回(10)  

   

 

8,115,840 

5,144,676 

 

 

14,329,800 

9,967,500 

 

 

10,558,800 

14,603,835 

14,122,640 

 

 

8,310,400 

5,273,400 

 

 

14,267,100 

10,336,000 

 

 

10,512,600 

14,609,655 

 14,476,000 

 

 

194,560 

128,724 

   

 

△62,700 

368,500 

 

 

△46,200 

 5,820 

 353,360 

合     計 76,843,091 77,785,155  942,064 

 

 

６ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

 

 

 

補助金等の名称 交付者 
前期末

残 高 
当期増加額 当期減少額 

当期末

残 高 

貸借対照表

の記載区分 

私学教職員退職金補助金 山口県  220,475,232 220,475,232   
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７ キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引 

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は次のと 

おりである。 

（単位：円） 

 

（２）重要な非資金取引について 

   該当事項はない。 

  

前期末 当期末 

現金預金勘定 18,459,066 現金預金勘定 19,050,365 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
－ 

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
－ 

現金及び現金同等物 18,459,066 現金及び現金同等物 19,050,365 
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付 属 明 細 書 

 

１ 基本財産及び特定資産の明細 

  基本財産及び特定資産については、財務諸表の注記「２ 基本財産及び特定資産の増減

額及びその残高」に記載のとおりである。 

 

２ 引当金の明細 

  （単位：円） 

科   目 前期末残高 当期増加額 
当期減少額 

当期末残高 
目的使用 その他 

退職給付引当金 4,347,750 214,135   4,561,885 

賞与引当金         0 588,746   588,746 

 

  


